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※比較検証のため、越前市と隣接し規模等においても類似する鯖江市のデータも捕捉 

○回収率 

 ⇒ 両市ともほぼ同水準 

○記入状況 

※市による検収／審査の前後の調査票について、統計局で記入不備を検証 

⇒ 全体として両市間で特段の相違は見受けられず 

○調査対象世帯の反応 

⇒ 民間の調査員であることを理由とした拒否は特段見受けられず 

平成 19 年就業構造基本調査の民間開放の実施状況について（概要） 

●福井県越前市において、平成 19 年就業構造基本調査の民間開放を実施（調査期間：19 年 9月 23 日～10 月 15 日） 

【委託の内容】 

＊委 託 先：（株）サーベイリサーチセンター（総合評価一般競争入札方式により選定） 

＊契 約 期 間：19 年 8月 1日～11 月 30 日 

＊対 象 業 務：調査の準備、調査票の配布・取集及び調査票等の検査・審査に係る事務 

＊「質」に関する目標：有効調査票（市に提出された調査票のうち所定の審査に合格したもの）の全調査世帯からの回収 

未記入・誤記入の防止 

 ＊そ の 他：秘密の保護、調査関係書類の適正な取扱い等を受託者に義務付け 

 

●委託業務は既に終了し、同市から福井県を経て提出された調査票は、平成 19 年就業構造基本調査の製表に用いられているところ。

同市からの報告を含め、統計局として現在までに把握した情報に基づいて、実施状況のポイントを整理すれば以下のとおり 

１ 回収率、記入状況等の検証

 記入状況(記入不備調査票数／総調査票数) 

 
回収率

受託事業者納品/指導員提出時 県提出時 

越前市（民間開放） 93.6% 17.3% 16.1% 

鯖江市（市が直接実施） 93.4% ― 12.1% 

（鯖江市５調査区分抽出） 14.3%  8.8% 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）越前市及び鯖江市の人口、調査区数、調査対象世帯数等 （※）人口、世帯数は平成 17 年国勢調査結果 

 人口 世帯数 面積 調査区数 調査対象世帯数 

越前市 87,742 27,916 230.75 52 825

鯖江市 66,831 20,177 84.75 40 610

 

 

 
 

○業務に要した経費 

 ⇒委託費交付額を下回る額で入札・契約を実施 
 

○業務負荷  

⇒市職員の業務負荷は概ね３分の２程度に 

＊越前市においては、総合評価方式の入札事務は 

負担増だが審査事務の負担軽減が大、としている。 

 
（注）受託事業者における所要経費 

⇒越前市から提供された資料によると、契約金額を上回る額の費用が発生 

  ＊詳細な積算根拠が明らかでなく、官民の経理区分も異なるため、単純な比較は 

困難だが、正社員（本社部長以下７人）の稼働コストの計上、名古屋（支社）～越前市の移動コストの発生が一因か 

 

２ 越前市における所要経費、業務負担 

・委託費交付額      ：\2,868,000 

・仕様書上に標記された入札設計価格は、委託費交付額と同一 

・契約金額（消費税含む） ：\2,677,500 → ▲\190,500 

【業務負荷】（※）越前市の評価による 

市直営の場合：９人月程度 ⇒ 民間開放（今回）：６人月程度 

（事業者からの報告） 

直接経費 社員人件費 合計 

5,000,000 4,156,000 9,156,000 



参考１：平成 19 年就業構造基本調査の概要 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
○ 国民の就業及び不就業の状態を調査し、全国及び地域別の就業構造の実態を明らかにする。 

○ 昭和31～57年まで概ね３年おき、昭和57年以降５年ごとに実施しており、平成19年調査は15回目に当たる。 

調査の目的・変遷 

   
○ 調 査 日 平成19年10月１日現在 

○ 調査対象 全国約３万調査区、約45万世帯の15歳以上の者約105万人 

○ 調査事項 性別、年齢、教育、就業状態、雇用形態、従業上の地位、産業、職業、就業日数・時間、年間収入、就業希望の有無、非求職の理由等 

○ 調査の流れ 

 
 
○ 結果の公表  平成20年７月（予定） 

調査の概要 

総務省統計局 都道府県 調査員（約 3万人） 世帯（約 45万世帯）指導員（約2300人）市区町村（約1900）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

結果の利用 

全国・都道府県・市別に、有業者の就業実態、無業者の就業意識を基本属性別に把握 
（例）・男女、年齢階級別、世帯属性、教育、収入状況別等の就業及び不就業の状況 ・新規就業、創業、転職、離職等就業異動の状況 ・産業、職業別の就業状況 

国や地方公共団体における各種政策の企画、立案のための基礎資料として利用 

 中長期の雇用政策 
（高齢者の雇用環境の整備及び
女性の就労環境の整備等） 

就業機会創出のための政策 
（年齢・職業能力のミスマッ
チ解消等） 

若年無業者や若年非正規雇用
者に関する政策（若者の再チ
ャレンジ支援等） 

国民経済計算における国民
所得推計 

 

学識者・研究者における分析の利用 ・地域別の正規・非正規等就業形態別の有業者の状況  ・若年無業者の状況  など 



参考２：平成 19 年就業構造基本調査における業務の流れ (長期間に及ぶ業務は、業務量が多い時期に記載) 

 

≪市町村における一般的な業務内容≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪越前市の場合≫（網掛け＝民間事業者、白地＝越前市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

調査地域 

の通知 

 

７月 ８月 ９月 10 月 11 月 

(※)封入提出された分については、開封せず市町村に提出 

(※※)一般的問合せに国のコールセンターが対応 

６月 

【調査員・指導員確保】

 
・調査員・指導員選考、都道

府県への推薦 等  (国→都道府県→市町村) 

【実施準備・広報等】

 
・調査書類・用品の受領、調

査員等への配布 

・調査区の事前確認 

・広報・協力依頼の実施 

・調査員等への業務説明 等

【準備調査等】 

 
・抽出単位名簿、調査

区要図作成(調査員

が実施)・検査 

・調査対象選定 等 

【調査票の配布・取集・検査～審査・提出】 

 
・調査員等を指導し、以下の業務を実施 

・世帯等からの問合せに対応(※※)  等 

世帯への

調査票配

布・説明

(調査員)

調査票

取集・検

査(※)

(調査員)

調査票

検 査

(※) 

(指導員)

調査票審査、

都道府県への

提出 

(市町村職員) 

調査地域 

の通知 

 

７月 ８月 ９月 10 月 11 月 

(※) 封入提出された分については、開封せずＳＲＣに提出 

(※※) 一般的問合せに国のコールセンターが対応 

６月 

【入札・契約】 

 
・入札説明会の実施 

・総合評価一般競争入札に

より受託事業者を決定、契

約 

・受託事業者への業務説明 

等 

 (国→都道府県→市町村) 

【実施準備・広報等】

 
・調査書類・用品の受

領、調査員等への

配布 

・調査区の事前確認

・調査員等への業務

説明 等 

 

【準備調査等】 

 
・抽出単位名簿、調査

区要図作成(調査員

が実施)・検査 

 

【調査票の配布・取集・検査～審査・提出】 

 
・調査員等を指導し、以下の業務を実施 

・世帯等からの問合せに対応(※※)  等 

世帯への

調査票配

布・説明

(調査員)

 

調査票

取集・検

査(※)

(調査員)

 

調査票

審査 

 

(ＳＲＣ)

 

調査票検収、

都道府県への

提出 

(市職員) 

【調査員等確保】
 
・受託事業者(以

下「ＳＲＣ」と略)

において調査員

等の要員確保 

※調査員 27 名中

10 名に市登録

調査員を活用 

・市登録調査

員への案内、

越前市統計

協会との調整

等 

・調査対象選定 

 等 

・広報(ケーブルＴ

Ｖにより取組を周

知等)・協力依頼

の実施 等 

※業者に市庁舎会

議室を無償貸与



越前市（民間開放）

　

鯖江市（実査の官実施）

参考３：就業構造基本調査の民間開放に係る調査票の記入状況

※全52調査区の結果
【16.1%】

調査世帯

調査世帯
統計調査員
調査票
の検査

指 導 員
調査書類
の検査

市
調査書類
の審査

調 査 員
調査票
の検査

社員・ＳＶ
調査書類
の審査

≪調査票等の記入状況の検証の着眼点≫
※通常データを取ることが難しい市町村段階の作業における記入状況を検証するため、
　越前市、鯖江市の協力を得て、以下の各時点における調査票の記入不備を統計局において検
証
　○Ａ－１：市提出段階（事業者の審査終了時（越前市）／指導員の検査終了時（鯖江市））
　○Ａ－２：県提出段階（越前市の納品検査終了時／鯖江市の審査終了時）

民 間 事 業 者
※全52調査区の結果

【17.3%】

  ［14.3%］
※市より事前提供され
　た５調査区の結果

※全40調査区の結果

　 【12.1%】

A-1

A-1 A-2

　 ［ 8.8%］
※市より事前提供され
　た５調査区の結果

A-2

調
　
査
　
票
　
等
　
の
　
県
　
提
　
出

（注）図中の【 】及び［ ］の数値は、記入不備のある調査票枚数の、調査票取集枚数（白紙提出されたもの
　　等を除く）に占める割合（記入不備率）を示す。なお、「記入不備」とは、「記入もれ（調査対象が記入
　　を拒否ないし不明であるとしたものを含む）」及び「記入誤り（重複記入や過剰記入などを含め、調査員
　　がチェックすべきとされている明確な誤り）」を指す。

　　　記入不備率 ＝ 記入不備調査票枚数 ／ 調査票取集枚数

市
調査書類
の納品検査



参考４：調査票の記入状況比較表
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a b b/a c d d/c e f f/e g h h/g i j j/i k l l/k m n n/m o p p/o q r r/q

①市提出
　時　点

2,077 360 17.3% 2,077 7 0.3% 2,077 45 2.2% 1,311 162 12.4% 766 52 6.8% 1,223 121 9.9% 2,077 6 0.3% 2,077 4 0.2% 748 32 4.3%

➁県提出
　時　点

2,073 333 16.1% 2,073 0 0.0% 2,073 30 1.4% 1,310 151 11.5% 763 49 6.4% 1,225 117 9.6% 2,073 2 0.1% 2,073 2 0.1% 733 29 4.0%

増減数
➁－①

-4 -27 -1.3 -4 -7 -0.3 -4 -15 -0.7 -1 -11 -0.8 -3 -3 -0.4 2 -4 -0.3 -4 -4 -0.2 -4 -2 -0.1 -15 -3 -0.3 

（注１）調査票回収状況は、調査票等の福井県提出時点の数である。　

（注２）記入不備とは、「記入もれ（拒否・不明含む）」、「記入誤り（重複・過剰含む）」である。
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a b b/a c d d/c e f f/e g h h/g i j j/i k l l/k m n n/m o p p/o q r r/q

①市提出
　時　点

217 31 14.3% 217 7 3.2% 217 8 3.7% 138 11 8.0% 79 6 7.6% 119 8 6.7% 217 0 0.0% 217 0 0.0% 75 3 4.0%

➁県提出
　時　点

217 19 8.8% 217 0 0.0% 217 1 0.5% 138 9 6.5% 79 5 6.3% 120 6 5.0% 217 0 0.0% 217 0 0.0% 75 2 2.7%

増減数
➁－①

0 -12 -5.5 0 -7 -3.2 0 -7 -3.2 0 -2 -1.4 0 -1 -1.3 1 -2 -1.7 0 0 0.0 0 0 0.0 0 -1 -1.3 

(参考）
　全40調査区

の
　県提出時点

1,507 182 12.1% 1,507 8 0.5% 1,507 31 2.1% 957 57 6.0% 550 34 6.2% 853 61 7.2% 1,507 2 0.1% 1,507 2 0.1% 563 17 3.0%

（注１）調査票回収状況は、調査票等の福井県提出時点の数である。　

（注２）調査票記入状況については、全40調査区のうち、指導員による調査票検査完了時点の５調査区について鯖江市よりデータ提供された結果である。

（注３）記入不備とは、「記入もれ（拒否・不明含む）」、「記入誤り（重複・過剰含む）」である。
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調　査　票　記　入　状　況　　（受託事業者による審査完了時点）



参考５：調査対象世帯の反応 
 

【調査対象世帯向けアンケート結果】  

越前市回答総数：445 

鯖江市回答総数：253 
 

＜調査員の対応状況＞ 

 
好感が持てた 普通である 印象が悪かった 

訪問を受けた 

ことがない 
記入なし 

越前市 117(26.3%) 288(64.7%) 21(4.7%) 13(2.9%) 6(1.3%)

鯖江市 58(22.9%) 179(70.8%) 8(3.2%) 4(1.6%) 4(1.6%)

 

＜民間の調査員であることを知っていたか＞ ※越前市のみ調査 

 知っていた 知らなった 記入なし 

越前市 151(33.9%) 291(65.4%) 3(0.7%) 

 

＜国・県・市の統計調査員と民間の調査員のどちらがよいか＞ 

 どちらでもよい 国・県・市 民間事業者 分からない 記入なし 

越前市 230(51.7%) 96(21.6%) 43(9.7%) 71(16.0%) 5(1.1%)

鯖江市 94(37.2%) 101(39.9%) 20(7.9%) 32(12.6%) 6(2.4%)

 

＜調査員が配慮すべき点＞ 

 秘密の保護 
適切な受け答えと

丁寧な対応 

訪問時間への配

慮 
その他 特にない 記入なし 

越前市 362(81.3%) 205(46.1%) 159(35.7%) 14(3.1%) 39(8.8%) 0(0.0%) 

鯖江市 197(76.7%) 91(36.0%) 75(29.6%) 3(1.2%) 27(10.7%) 1(0.4%) 

 



【越前市の調査員向けアンケート結果】 

 

＜世帯の協力状況（拒否された理由）について（複数回答）＞ 

総数（調査区数） 44

面倒又は忙しい 20

調査事項が多い又は難しい 7

答えたくない事項がある 18

結果がどのように活かされているかわからない 8

何の調査でも協力したくない 16

近所の人や知人は対象となっていない 11

行政に不満がある 6

理由不明 1

そ の 他 9

無効回答 6

 

 ⇒ 民間の調査員であることを理由とした拒否を示す回答は見受けられず 

 

 

  



参考６：越前市における業務負荷の変動 

    ※他の業務と区別して本調査に係る業務時間等を記録したデータは存在せず、正確な工数（人月）の把握が困難なため、凡その業務負

荷の程度として類推されるものを図式化 

 

≪仮に市が直接実施するとした場合の業務負荷（イメージ）≫ 

 

 ※横軸：各業務の期間 

  縦軸：各業務に従事した人数 

  面積：各業務の工数（人月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪民間開放を実施した今回の業務負荷（イメージ）≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査員・指導員

確保 

実施準備 

広報 

準備調査

(抽出単位名簿の作成)

調査票の配布 

取集・検査 

 

調査票の 

審査・提出 

 

調査員・指導員確保 実施準備・広報 

調査票の 

検収・提出 
受託事業者の指導・監督等

   
入札・契約に 

係る事務 

人数 

期間 

面積＝人月 

 

：担当職員 

：その他 

(担当者以外の市職員、 

賃金職員等） 

７月 ８月 ９月 10 月 11 月

７月 ８月 ９月 10 月 11 月６月 

：業務負担の軽減部分 

官実施の場合の 

概ねの業務負荷 

⇒９人月程度 

民間開放の場合の 

概ねの業務負荷 

⇒６人月程度 



参考７：事業者の業務実施体制（越前市から提供された資料による） 

 

○業務実施担当者 

統括責任者① Ａ氏 本社部長 市との仕様設計及び調査員

教育・指導 

統括責任者② Ｂ氏 本社部長 市との打合せ及び要図作成 

営業責任者① Ｃ氏 名古屋事務所長 契約及び進捗監理・調査票

チェック 

実施責任者 Ａ氏 ― 現場実施指導 

実施担当者 Ｄ氏 本社員 現場管理（市実施本部詰） 

実施担当補助・ 

 原票チェック 

Ｅ氏 

Ｆ氏 

名古屋事務所員 調査票チェック 

個人情報保護 

調査員緊急時対応 

Ｇ氏 本社員 プライバシーマーク対応 

調査員緊急時対応 

 

○調査員の体制 

  調査員数 27 人…うち民間調査員：17 人 →事業者が独力で確保 

             登録調査員：10 人 →意向確認による本人の応諾を前提として、市統計協会から事業者に紹介 

  １人の調査員が２調査区を担当（官実施の場合は１人の調査員が１調査区を担当） 

 

 

 

  

＜実施本部（市庁舎内に設置）＞ 

・調査の実施に係る業務を第一線で管理 

 …本社・名古屋事務所の指揮下 

・Ｄ氏ほか、非常勤２名 

・電話、ＰＣ等のＯＡ機器を設置 



参考８：事業者の所要経費（越前市から提供された資料による） 

 

項目 単価 人日 金額 主な内容 

内勤労務費     650,000 調査物件準備・原票チェック・資料作成 

調査員手当       1,950,000 27 名の調査員手当て・リピート手当て 

調査員交通費       400,000 調査員の調査に関る交通費 

出張旅費交通費     900,000 社員の滞在・出張交通費・日当 

通信連絡費         65,000 通話料金・インターネット接続料金 

調査協力費     147,000 謝礼購入費 

賃借料       400,000 常駐者の住宅費・パソコンレンタル費 

物件費      326,000 PC 周辺機器購入費 

雑費          162,000 電話工事費 

直接経費小計 5,000,000  

社員Ａ人件費 51000 15 765,000 打ち合わせ・準備・説明・管理 

社員Ｂ人件費 51000 15 765,000 打ち合わせ・要図作成・説明 

社員Ｃ人件費 51000 10 510,000 打ち合わせ・実施計画・管理・チェック・報告 

社員Ｄ人件費 34000 55 1,870,000 打ち合わせから全ての実務 

社員Ｅ・Ｆ人件費 41000 6 246,000 チェック 

社員人件費小計 4,156,000  

合計 9,156,000   

 

 

 

 

 


